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平成１９年５月高知県議会臨時会提出予定案件概要 

 
 
○提 出 予 定 議 案 ------------------------------------  ４件 
 
    条 例 そ の 他 議 案             -----------------------  ２件 
 
    報 告 議 案             -----------------------  ２件 
 
 
 
      １  条例その他議案  ---------------------  ２件 
 
            条  例  議  案         ---------------  ２件 
 
 
      ２ 報告議案  ---------------------------  ２件 
                                                   
            専決処分報告         ---------------  ２件 
 
 
…………………………………………………………………………………………………… 
 

平成１９年５月高知県議会臨時会提出予定議案目録 

 
 

○ 条 例 そ の 他 
 
第 １ 号 高知県税条例の一部を改正する条例議案 
第 ２ 号 高知県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例議案 
 

○ 報       告 
 
報第 １ 号 平成18年度高知県一般会計補正予算の専決処分報告 
報第 ２ 号 高知県税条例の一部を改正する条例の専決処分報告 
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平成１９年５月高知県議会臨時会に提出予定の条例その他議案説明 

 

 

第 １ 号 高知県税条例の一部を改正する条例議案 

（税務課） 

 地方税法の一部改正に伴い、引用規定の整理をしようとするもの 

 

 

第 ２ 号 高知県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例議案 

（県民生活課） 

 消費生活用製品安全法及び消費生活用製品安全法施行令の一部改正に伴い、引用規定の

整理 

をしようとするもの 

 

 
報第 １ 号 平成18年度高知県一般会計補正予算の専決処分報告 

（財政課） 
 県債、地方譲与税等の額の確定等に伴い専決処分をしたもの 

 
 
報第 ２ 号 高知県税条例の一部を改正する条例の専決処分報告 

（税務課） 
 地方税法の一部を改正する法律及び所得税法等の一部を改正する法律が平成19年３
月30日に公布されたことに伴い、個人の県民税、個人の事業税、不動産取得税、県たば
こ税、自動車取得税、軽油引取税及び狩猟税について必要な改正をするため、高知県税
条例の一部を改正する条例を専決処分したもの 
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平成 18年度３月専決予算編成の概要 
一 般 会 計 総 括      

（１）歳    入     （単位 千円、％）

平    成    １８    年    度 前年度最終計 最終比 
区    分 

２月現計(A) 専決額(B) 計 (A+B=C) (D) (C-D)/(D) 

(1) 一 般 財 源  308,941,388 △ 176,202 308,765,186 297,943,505 3.6

県      税  58,964,340 58,964,340 54,911,709 7.4

地方消費税清算金  15,436,179 15,436,179 15,334,725 0.7

地 方 譲 与 税  16,297,000 △ 24,095 16,272,905 7,170,235 127.0

地 方 交 付 税 ア 171,096,190 171,096,190 172,539,970 △ 0.8

県      債 イ 22,463,400 22,463,400 25,040,600 △ 10.3

（うち臨時財政対策債） ウ (22,009,600) (22,009,600) (24,421,600) (△ 9.9)

財 調 基 金 取 崩 エ 128,800 △ 128,800

そ    の    他  24,555,479 △ 23,307 24,532,172 22,946,266 6.9

(2) 特 定 財 源  128,161,762 176,202 128,337,964 189,715,638 △ 32.4

国 庫 支 出 金  57,980,039 125,575 58,105,614 77,213,863 △ 24.7

県      債 オ 38,054,900 2,102,800 40,157,700 72,963,400 △ 45.0
(うち行政改革推進債・ 

退職手当債) カ (7,793,000) (7,793,000) (6,753,000) (15.4)

減債基金（ルール外分）・退職手
当基金の取崩し キ 2,601,108 △ 100.0

そ    の    他  32,126,823 △ 2,052,173 30,074,650 36,937,267 △ 18.6

総計 (1)+(2)  437,103,150 437,103,150 487,659,143 △ 10.4

  

交付税＋臨財債(ｱ+ｳ:再掲)  193,105,790 193,105,790 196,961,570 △ 2.0

県債計(ｲ+ｵ:再掲)  60,518,300 2,102,800 62,621,100 98,004,000 △ 36.1

財調等取崩し＋財政健全化債等 
(ｴ+ｶ+ｷ:再掲)  7,921,800 △ 128,800 7,793,000 9,354,108 △ 16.7

  

（２）歳    出  （単位 千円、％）

平    成    １８    年    度 前年度最終計 最終比 
区    分 

２月現計(A) 専決額(B) 計 (A+B=C) (D) (C-D)/(D) 

(1)経常的経費  350,694,137 350,694,137 385,475,889 △ 9.0

人   件   費  137,587,056 137,587,056 138,064,259 △ 0.3

(うち退職手当を除く)  (124,107,086) (124,107,086) (127,450,027)

扶   助   費  10,239,444 10,239,444 12,822,071 △ 20.1

公   債   費  80,997,120 80,997,120 120,776,742 △ 32.9

そ   の   他  121,870,517 121,870,517 113,812,817 7.1

(2)投資的経費  86,409,013 86,409,013 102,183,254 △ 15.4

普通建設事業費  83,073,343 83,073,343 90,322,720 △ 8.0

補助事業費  58,189,122 58,189,122 64,149,551 △ 9.3

(うち一般公共)  (39,307,598) (39,307,598) (43,767,262) (△ 10.2)

単独事業費  24,884,221 24,884,221 26,173,169 △ 4.9

災害復旧事業費  3,335,670 3,335,670 11,860,534 △ 71.9

総計 (1)+(2)  437,103,150 437,103,150 487,659,143 △ 10.4


